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沖縄総合事務局とは

〇 沖縄総合事務局は、昭和47年の本土復帰と同時に、沖縄の振興開発を一元
的・効率的に進めるために設置された機関です。当初は、沖縄開発庁の地方支分
部局として設置されましたが、平成13年1月6日の省庁再編により、内閣府の地方
支分部局として再編されました。

〇 その所掌事務は、ダム、道路、港湾、空港等の社会資本の整備、農林水産業
の基盤整備等の公共事業のほか、財務省、農林水産省、経済産業省、国土交通
省等の地方支分部局の業務を行う国の唯一の総合出先機関です。

○ 財務部では、財務省の総合出先機関である財務局の事務を所掌しています。
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財務局（財務部）の使命

○わたしたち財務局は、地域に根差し、財政や国有財産、金融等に関する施策を実施しま
す。その際、地域と連携しつつ、組織としての総合力を発揮して、地域貢献に取り組み
ます。
さらに、財務省と金融庁の施策を広報するとともに、地域の声や経済の実態を本省庁に

伝達し、効果的な施策の形成に寄与します。
こうした取組を通じて、地域経済、ひいては我が国経済の健全な発展に貢献し、安心で

豊かな社会の実現を目指します。

地域経済、我が国経済の健全な発展に貢献
し、
安心で豊かな社会の実現を目指す

財務局の使命と目指す職員像
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・

財務局のネットワーク

○ 財 務 局 は 、 財 務 省 の 総 合 出 先 機 関 と し て ブ ロ ッ ク 単
位 に 設 置 さ れ て お り 、 9 財 務 局 ( 北 海 道 、 東 北 、 関 東 、
北 陸 、 東 海 、 近 畿 、 中 国 、 四 国 、 九 州 ) 及 び 1 財 務 支 局
( 福 岡 ) が あ り ま す 。

○ ま た 、 財 務 局 ･ 財 務 支 局 の 下 に 、 4 0 箇 所 の 財 務 事 務 所 、
1 3 箇 所 の 出 張 所 が 設 置 さ れ て い ま す 。

○ 沖 縄 県 で は 、 内 閣 府 沖 縄 総 合 事 務 局 財 務 部 が 財 務 局
の 業 務 を 実 施 し て い ま す （ 財 務 部 、 ２ 出 張 所 ） 。
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財務部の組織と主な業務

財務専門官は、財務局において、財政、金融等のプロフェッショナルとして、国有財産の有効活用、財政投融資資金の供
給、予算執行調査といった財政に関する業務や、地域金融機関の検査・監督、証券取引等の監視、企業内容等の開示といっ
た金融に関する業務に従事します。このほか、地域経済情勢の調査・分析、財務省・金融庁の施策の広報といった業務にも
従事します。 ４

財 務 部

証券取引等監視官

財務課

理財課

検査課

金融監督課

管財総括課

統括国有財産管理官

宮古財務出張所

八重山財務出張所

（経済調査室）

（審理室）

１.財 政

２.国有財産

３.金 融

４.地域経済調査

５.広報相談

６.経済安全保障

７.地域課題への対応



１．財 政
(1) 適正かつ効率的な予算執行の確保(予算執行調査等)
(2) 災害復旧事業の査定立会
(3) 地方公共団体への財政融資資金の貸付
(4)政策金融機関との協働・連携の促進

〇災害復旧事業の査定立会
地震や台風、豪雨等の自然災害により、道路や河川等の

公共用施設や農業用施設等が被災したときは、財政を主管
する財務省の立場から、職員を「立会官」として災害現地
に派遣し、災害の状況や国が負担する災害復旧事業費の調
査を行い、主務省の「災害査定官」とともに災害現地で災
害復旧事業費の決定を行います。

〇地方公共団体への財政融資資金の貸付
地方公共団体が、学校・病院の建設や上・下水道、廃棄物処理施設等の生活関連施設の整

備などに資金が必要な場合に、財政融資資金（※）から貸付を行います。
※財政融資資金とは、税負担に拠ることなく、国債の一種である財投債の発行などにより調達した資金です。

【那覇市（一般補助施設整備等事業）】
那覇文化芸術劇場なはーと整備事業

【糸満市（公営住宅建設事業）】
第一市営住宅整備事業

那覇市は、文化芸術を通じて人やま

ちを元気にし、魅力ある市を形成す

るための拠点として新文化芸術発信

拠点施設「那覇文化芸術劇場なはー

と」を令和3年10月に開館しました。
本施設は、約1600席の大劇場を有し
ており、「感動を共有する文化の拠

点」として、地域文化の創造・発信

や優れた文化芸術に触れることがで

きる劇場となっています。

糸満市の第一市営住宅（公営住宅）
は昭和48年に建築（３階建）されたが、
経過年数に伴う老朽化が著かったほ
か、海岸付近の立地のため塩害もひ
どく、安全性が損なわれていたため、
建替えを行いました。
本住宅は５階建となっており、津波避
難ビルにも指定されているため、入
居者の安全のみならず周辺住民の
安全にも寄与しています。

５

理 財 課



２．国有財産
(1) 国有財産の効率的な使用のための総合調整
(2) 地域や社会のニーズに対応した国有財産の有効活用
(3) 国有財産を通じた災害対応･防災対応

〇地域や社会のニーズに対応した国有財産の有効活用
地域や社会のニーズに対し、国有財産を積極的に活用することによって、地域の活性化に

寄与するなど、地域の「まちづくり」に貢献しています。

〇国有財産の効率的な使用のための
総合調整
庁舎等の使用に関する省庁横断的

な入替調整などを通じて、庁舎等の
効率的な使用を図るとともに、捻出
した未利用地の処分などにつなげる
ことで、財政に貢献しています。

沖縄総合事務局と浦添市で協
議会を設置し、①待機児童解
消のための「保育の受け皿」
の確保、及び、同市
が推進する②「災害に強い
まちづくり」につながるよう
協議。施設整備を通して、待
機児童の解消及び災害に強
いまちづくりへの貢献。 ６

管財総括課・統括国有財産管理官・出張所



２．国有財産
(1) 国家公務員宿舎の総合調整
(2) 国家公務員宿舎（合同宿舎）の建設・改修・修繕工事
(3) 発注工事に係る設計・積算・工事管理・検査

〇時代の変化に合わせた対策
老朽化した建物の改修に加え、ライフスタイルの変化へ

対応するリノベーションに取り組んでいます。

６

管財総括課・統括国有財産管理官・出張所

before after

浴室の
ユニットバス化

〇宿舎の需給調整及び老朽化対策
・宿舎が著しく不足する地域について
は、借受又は建設を検討し、併せて、
集約立替えによる敷地の有効活用を検
討しています。
・老朽化が著しい合同宿舎については、
費用対効果の高い方法で計画的にリノ
ベーション工事を実施しています。

和室の洋室化
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※出典：財務省HP「国有財産レポート」
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３．金 融

〇地域金融機関等の検査・監督
地域金融機関等に対し、金融機関や金融システムをめぐる状況の変化に対応した効果的･効

率的な検査･監督を実施し、安心して金融機関と取引が行えるように努めています。

(1) 地域金融機関等の検査･監督
(2) 金融仲介機能の発揮に向けた取組
(3) 金融商品取引等の監視

〇 金融商品取引等の監視
公正・透明な市場の確保と投資者保護

のため、金融商品市場での取引に係る日
常的な監視や、インサイダー取引等の犯
則事件の調査を行っています。

８

証券取引等監視官・検査課・金融監督課



４．経済調査 (1) 地域経済情勢等の調査

(2) 地域の意見･要望を本省庁に伝達、地域へ情報を提供

地域の経済動向の調査、分析を
行い、地域に情報発信するととも
に、財務省及び金融庁が行う重要
な施策等を円滑に浸透させるため、
地域、各界各層への説明や情報提
供を行っています。
全国財務局長会議（令和８年１月）資料より抜粋
（https://www.ogb.go.jp/zaimu/zaimu_keizai/jyousei）

財務課経済調査室
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５．広報相談
(1) 財務省及び金融庁の重要施策等の広報活動
(2) 各種団体の会合･学校･研修会等への講師派遣
(3) 多重債務者相談

地域の様々な方々とのコミュニケーションを通じ、財務省･金融庁の重要施策について、
情報の受け手に応じた方法、内容で情報発信しています。

「沖縄総合事務局の地域連携事例集」より抜粋
（https://www.ogb.go.jp/-/media/Files/OGB/Zaimu/okizaimu/chiikirenkei/R4okinawarenkei.pdf）
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財 務 課

７．地域課題への対応



(1)外国投資家による投資等に関する相談対応や情報提供の受付
(2)金融機関や商工会議所等へ対内直接投資審査制度の周知活動
(3)経済制裁の実施状況に係る地域金融機関等の検査
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理 財 課

６.経済安全保障

外国投資家による投資等に関する相談対応及び情報提供の受付

外国投資家による投資等に関する事前届出の手続き等に関する相
談窓口や、事前届出義務の違反が疑われる場合等の情報提供窓口
を設置し、広く相談を受付。

金融機関や商工会議所等へ対内直接投資審査制度の周知活動
国家安全保障局や公安調査庁等と連携し、経済安全保障について、我が国
を取り巻く状況のほか、国外への技術流出を防ぐため、具体的事例や対策
等についてセミナーを実施

対内直接投資審査制度とは

健全な投資を一層促進しつつ、国の安全等に係る技術などの流出を防ぐた
め、外国投資家が一定の事業を営む日本の企業に対して一定の投資を行う場
合に事前届出を求め、国の安全等の観点から審査を実施。

外国投資家
※非居住者、外国会社

等

財務省・
事業所管省庁

3. 投資等
1. 事前届出書の提出

2. 審査終了

事前届出の必要な
業種を含む企業

※武器、航空機、原子力、
電気・ガスなど


